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新宿区財政の健全化判断比率の公表について

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

△ 2.9 －

（11.25） （16.25） （25.0） （350.0）

(将来負担比率はありません)

　財政規模（標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を控除した数値）に
対する一般会計等が負担する起債の元利償還金と準元利償還金の割合（直近3か年度の平均値）

　財政規模（標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を控除した数値）に
対する一般会計等が負担する起債残高や職員の退職手当引当額など将来負担すべき実質的な負債の割合

(令和4年度決算では、地方債現在高や退職手当支給予定額などの将来負担額より、基金残高及び地方債償還等の基準財
政需要額に算入される見込額の方が大きく、算定数値が負の値（△84.0％）となるため、将来負担比率はありません）

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第４条の規定に基づき、「早期健全化基準」の数値以上の場合
は、財政健全化計画を定め、自主的な財政再建が求められています。

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第８条の規定に基づき、「財政再生基準」の数値以上の場合
は、財政再生計画を定めることが義務づけられています。

　自治体の財政状況を早期に把握し、破綻を防ぐことを目的に制定された「地方公
共団体の財政の健全化に関する法律」では、自治体財政の健全度を測る４つの指
標（健全化判断比率）が定められました。健全化判断比率は、毎年度、監査委員の
審査に付した上で、議会に報告し、公表することとされています。
　令和4年度決算に基づき算定した新宿区の比率は、以下のとおりです。

(実質赤字比率はありません) (連結実質赤字比率はありません)

（20.00） （30.00） （35.0）

　財政規模（標準財政規模）に対する一般会計等の実質赤字額の割合

(令和4年度決算では、一般会計等の実質収支は黒字となっており、算定数値が負の値（△4.71％）となるため、実質赤
字比率はありません)

　財政規模（標準財政規模）に対する一般会計等のほか、全特別会計（国民健康保険特別会計、介護保険特
別会計、後期高齢者医療特別会計）を連結した実質赤字額の割合

(令和4年度決算では、一般会計及び特別会計の実質収支は黒字となっており、算定数値が負の値（△6.52％）となるた
め、連結実質赤字比率はありません)

－ －



健全化判断比率の状況（令和4年度）

　○　実質赤字比率はありません

　 標準財政規模に対する一般会計等の実質赤字の割合を示す実質赤字比率は、実質収支が黒字

 となったため、算出されません。

 第1表　実質赤字比率 　（単位：百万円）

令和4年度決算 令和3年度決算 増　減

Ａ 0 0 0

Ｂ 4,342 6,351 △ 2,009

Ｃ 92,055 92,869 △ 814

Ｄ 0 0 0

Ｅ＝Ｃ＋Ｄ 92,055 92,869 △ 814

Ｆ＝（Ａ－Ｂ）／Ｅ (△ 4.71%) (△ 6.83%) (2.12)

- - -
　※ 区分毎に表示単位未満を四捨五入しているため、差引等が合わないことがあります。

　○　連結実質赤字比率はありません

　 標準財政規模に対する一般会計及び特別会計を連結した実質赤字の割合を示す連結実質赤字

 比率は、健全化判断比率の一つとして健全化法において新たに法定化された指標ですが、連結

　実質収支が黒字となったため、算出されません。

 第2表　連結実質赤字比率 　（単位：百万円）

令和4年度決算 令和3年度決算 増　減

Ａ 0 0 0

Ｂ 0 0 0

Ｃ 4,342 6,351 △ 2,009

Ｄ 1,666 1,445 221

Ｅ 92,055 92,869 △ 814

Ｆ 0 0 0

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ 92,055 92,869 △ 814

Ｈ＝［（Ａ＋Ｂ）-（Ｃ＋Ｄ)］／Ｇ (△ 6.52%) (△ 8.39%) (1.87)

- - -
　※ 区分毎に表示単位未満を四捨五入しているため、差引等が合わないことがあります。

一 般 会 計 実 質 収 支 額

区　　　　　　　　分

一 般 会 計 の 赤 字 額
（ 繰 上 充 用 額 ・ 支 払 繰 延 額 等 ）

標 準 税 収 入 額 等

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額

標 準 財 政 規 模

実 質 赤 字 比 率

　※ 実質収支が黒字である場合、実質赤字比率は負の値で表示されます。（　　）の値は分析のための参考数値で、
　　　実質赤字比率はありません。

区　　　　　　　　分

一 般 会 計 の 赤 字 額

一 般 会 計 以 外 の 赤 字 額

一 般 会 計 実 質 収 支 額

一 般 会 計 以 外 の 実 質 収 支 額

標 準 税 収 入 額 等

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額

標 準 財 政 規 模

連 結 実 質 赤 字 比 率

　※ 連結実質収支が黒字である場合、連結実質赤字比率は負の値で表示されます。（　　）の値は分析のための参考数値で、
　　　連結実質赤字比率はありません。



　○　実質公債費比率は △2.9％　－0.3ポイント増－

　 実質公債費比率は、公債費に債務負担行為などの支出（準元利償還金）も含めた経費の財政規模

 に対する割合をはかる指標です。(直近3か年度の平均値）

 　平成17年度決算から導入された指標ですが、健全化判断比率の一つとして健全化法においても法

　定化されたものです。

 第3表　実質公債費比率 　（単位：百万円）

令和4年度決算 令和3年度決算 増　減

Ａ 2,554 2,670 △ 116

Ｂ 4,806 5,262 △ 456

Ｃ 92,055 92,869 △ 814

Ｄ 0 0 0

Ｅ＝Ｃ＋Ｄ 92,055 92,869 △ 814

△ 2.5% △ 2.9% 0.4

△ 2.9% △ 3.2% 0.3

　※ 区分毎に表示単位未満を四捨五入しているため、差引等が合わないことがあります。

　○　将来負担比率はありません

　 将来負担比率は、起債残高や職員の退職手当引当額などの将来負担額の財政規模に対する割合を

 はかる指標です。

 　健全化判断比率の一つとして健全化法において新たに法定化された指標ですが、新宿区では、将

　来負担額よりも、償還等に充用できる財源が大きいため、将来負担比率は算出されません。

 第4表　将来負担比率 　（単位：百万円）

令和4年度決算 令和3年度決算 増　　減

Ａ 17,720 18,620 △ 900

Ｂ 15,585 16,588 △ 1,003

Ｃ 2,469 2,322 147

Ｄ 69,080 65,614 3,466

Ｅ 39,986 43,052 △ 3,066

Ｆ 92,055 92,869 △ 814

Ｇ 0 0 0

Ｈ 4,806 5,262 △ 456

(△ 84.0%) (△ 81.1%) （△ 2.9)

- - -
　※ 区分毎に表示単位未満を四捨五入しているため、差引等が合わないことがあります。

標 準 税 収 入 額 等

区　　　　　　　　分

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金

基準財政需要額に算入される公債費・準元利償還金

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額

標 準 財 政 規 模

実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） Ｆ＝(Ａ－Ｂ)/（Ｅ－Ｂ）

実 質 公 債 費 比 率 （ 3 か 年 度 の 平 均 ）

区　　　　　　　　分

将
来
負
担
額

地 方 債 の 現 在 高

退 職 手 当 負 担 見 込 額

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額 等

充
当
可
能

財
源

地 方 債 の 償 還 等 に 充 当 可 能 な 基 金 残 高

地方債の償還等の経費として基準財政需要額に算入される
ことが見込まれる額

標
準
財
政

規
模
等

標 準 税 収 入 額 等

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額

基準財政需要額に算入される公債費・準公債費額

将 来 負 担 比 率
［（将来負担額）-（充当可能財源）］÷（標準財政規模等）

　　　［（A+B+C）-（D+E)］　/　［(F＋G)-H］

　※ 分子である将来負担すべき実質的な負債額（将来負担額－充当可能財源）が負の値となるため、将来負担比率も
　　  負の値で表示されます。（　）の値は分析のための参考数値で、分子である将来負担額がないため、将来負担比率
　　　はありません。


